
 

３ 政策評価審査委員会における総括について 
施策全体の評価結果としては、一部の施策において、成果指標の実績値が第１期実施計

画策定時を下回るものや、取組に遅れが生じているものが見受けられたものの、多くの施

策については、成果指標の実績値が第１期実施計画策定時を上回り、掲げた目標に向かっ

て一定進捗していると認められました。一方で、「施策 4-9-1 都市イメージの向上とシ

ビックプライドの醸成」や「施策 5-1-1 市民参加の促進と多様な主体との協働・連携の

しくみづくり」については、第１期実施計画の総括評価から連続して評価結果が「Ｃ」と

なっており、今後の進捗状況を十分に注視していく必要があります。 

また、本委員会での審議結果を踏まえ、第３期実施計画の策定に向けて、現在設定して

いる成果指標を改めて点検するとともに、定性的な成果を幅広く捉えることで、施策全体

をより適切に評価していくなど、より効果的な評価の仕組みとなるよう更に改善を図って

いくこと等を期待し、次のとおり意見をまとめました。 

（１）第３期実施計画における成果指標の見直しによる施策の効果測定の精度向上 

施策全体のうち一部の取組の効果しか捉えられない成果指標で構成されている施策や、

市民全体だけでなく当事者を対象とした指標も必要と思われる施策、外部要因の影響が

大きく市の取組だけでは目標達成が困難な指標が設定されている施策など、市の取組の

効果を測定する上で課題のある指標設定となっている施策が見受けられました。 
このため、施策の取組全体を意識した新たな指標や、当事者に焦点を当てた指標、市

の取組との相関関係がより強い中間的な指標を追加するなど、第３期実施計画の策定に

向けて、成果指標を改めて点検し、より適切に幅広く施策の効果を評価できる指標設定

となるよう見直しを図る必要があります。 
また、背景にある人々の価値観や社会のあり方などに多様化や変化が見られる施策に

ついては、従来の指標のみにとらわれず、そうした新たな変化を踏まえた施策の方向性

にも対応する指標の設定について検討していく必要があります。 
さらに、令和元年度の実績が既に第３期実施計画の目標値を上回っている指標も見受

けられたことから、目標値の見直しについても、あわせて検討していく必要があります

が、見直しに当たっては、単純に更に高い目標値を設定すれば良いということではなく、

目標値を達成することで市民等が得るベネフィットと達成するためにかかるコストとの

バランスや、目標値を目指す意義、科学的根拠などにも留意し、適切な目標値としてい

くことが必要と考えます。 
 
（２）定性的な成果の幅広い把握によるより適切な評価の実施 

定量的な数値だけで効果を測ることが困難な施策も見受けられることから、設定した

成果指標による評価だけにこだわることなく、新たな取組や創意工夫による改善などの

効果を、定性的な成果等として、これまで以上に幅広く捉え、総合的に施策を評価して

いく必要があります。このことは、新しいことにチャレンジしようとする職員の意識や

働く意欲にも影響を与えるものであると考えられることから、そうした観点からも重要
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な取組であると考えます。 
 
（３）取組の改善に向けたより詳細な成果分析の実施 

施策評価においては、成果指標等の達成状況を詳細に分析し、目標を達成できた要因

やできなかった要因を明確にすることで、次に向けた課題を具体的に整理し、しっかり

と根拠に基づいて取組の改善を図っていくことが重要です。 
しかしながら、属性別の傾向を把握するに留まっているものなど、分析が十分とは言

えないものも見受けられたことから、例えば、成果指標等の結果と市の様々な取組との

関係性を整理しながら、成果に結びついた効果的な取組を明らかにしていくことや、ア

ンケート調査における満足度や評価が低い方々の自由意見をしっかりと確認することで

その理由を明らかにしていくことなど、結果をより詳細に分析することで、取組がより

効果的なものとなるよう更なる改善につなげていく必要があります。 
 
（４）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の的確な対応 

施策によっては、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための「新しい生活様式」の

定着や行動変容等による影響を大きく受けることが想定されます。そのため、今後、社

会の変化に応じて柔軟に施策を展開できるよう、社会動向を十分に見極めながら施策の

方向性を検討し、的確に対応していくことを強く望みます。 
あわせて、成果指標やその目標値の見直しに当たっては、これまでのイベント参加者

数や施設入場者数などの人が集うことや来場を前提とした視点での指標以外の新たな指

標を設定するなど、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた施策の方向性に合致し

た目標設定となるようしっかりと検討していく必要があります。 
また、第２期実施計画の総括評価においては、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り成果指標等の目標を達成できない施策が出てくることも見込まれますが、外部要因の

影響を十分に考慮しながら分析を行うことで、市の取組の有効性をきちんと検証し、そ

の後の施策展開に生かしていくことが重要と考えます。 


